
2024.  5 私幼時報　1

視点

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

「SDGs 時代の保育において考えたいこと 
～「人間まんなか」を超えて～」

岐阜聖徳学園大学　教育学部
教授　松　本　信　吾

「SDGs」という言葉が日常的に聞かれるように
なって、ずいぶん経ちました。とはいえ、テレビな
どではよく聞くけど、自分の生活とは関係ないとい
う方がほとんどではないでしょうか。ましてや保育
とは関係ない、幼児には難しすぎると考えている方
のほうが多いと思います。ここでは、SDGsと保育
のつながりについて考えてみたいと思います。
2023 年にこども家庭庁が設立され、「こどもま
んなか社会」が目指されているのは周知の通りです。
これは翻ると、「こどもまんなか」の保育が充分に
行われていないことの傍証でもあるでしょう。しか
しながら、子どもたち一人一人を本当に大事にする
実践は簡単ではありません。先日、訪問した園では、
劇遊びで何をするかを子どもたちが話し合ってお
り、一人だけ違う意見になりました。その子のこと
を考え、2つともやったらとか、ミックスしようか
という意見も出ましたが、やはり一つの劇がいいと
いうことで一致しました。そこで多数決になりかけ
たのですが、子どもたちから「多数決だったら、少
ない人が嫌な思いするよね」「幼稚園最後の劇だか
ら、みんながそれでいいというまで話し合おう」と
いう意見が出て、さらに粘り強く話し合いが続いて
いきました。このように、保育者が決めてしまうの
でなく、子どもたち一人一人の思いを大事にして、
納得するまで話し合って自分たちの生活を創ってい
く保育は、効率が悪く、保育者にとっても大変なも
のです。しかし、この実践こそが「自分たちが当事
者になって話し合い、誰一人取り残さず皆が納得す
る社会を創っていく」という、SDGsで目指されて
いることなのです。つまり、「こどもまんなか」の
保育を志向し行っていくことは、SDGsの実践その
ものと言ってよいでしょう。
一方で SDGs が扱っている内容は人の暮らしだ
けではなく、私たちを取り巻く地球環境の問題もあ
ります。むしろ一般にはそのイメージが強いでしょ

う。実際、よい保育実践を行うことも、安定した地
球環境の上に成り立っています。コロナ禍で保育が
行えなかったり、最近の異常気象で夏に外で遊ぶこ
とができなかったりなどの例を見ても、そのことは
明らかです。では、保育実践と地球環境をどうつ
なげて考えればよいのでしょうか。それは幼児期に
SDGsの知識を与えその活動をすればよいというも
のではないでしょう。そのキーになるのは、「人間
まんなか」を超える視点をもった保育（暮らし）を
実践できるかだと考えます。私たち人類は、生活が
豊かになるために地球資源を利用し続けて、現在の
環境問題を引き起こしてきました。地球資源を人間
のために利用する発想は保育においても根強く、自
然物を使ってどのように遊べるか、どう利用して子
どもの発達につなげるかに関心が向きがちです。「こ
どもまんなか」保育実現のために自然を利用する視
点しかないのであれば、自然を資源として利用する
価値観を再生産することになりかねません。そこに、
私たちの方が自然の中にお邪魔しているのだという
感覚、自然の恵みを少し分けていただくという感覚、
私たちも大きな循環の中にあるという感覚があるか
が問われているのだと思います。保育者や身近な大
人の「人間まんなか」を超えたものを感知し畏敬す
る生き方が、結果として子どもたちに伝播していく
のでしょう。
SDGs時代の私たちに課されているのは、一方で
は「こどもまんなか」保育を真に実現することです。
それと同時にその保育を支えている存在を感知しつ
つ、「人間まんなか」を超えた保育や暮らしを体現
することが求められているのでしょう。保育は未来
を創る最前線です。幼稚園教育要領の前文にある「持
続可能な社会の創り手」を育てるためには、子ども
の身近にいる私たち自身が「持続可能な社会の実践
者」であり続けようとしているかどうかが問われて
いるのではないでしょうか。



●〜全日私幼連からのご報告〜

今年の正月は、能登半島の大地震で年が明けまし
た。私の住んでいる京都でも、最初に大きな揺れを
感じ、その後 2回目の揺れの時には東日本大震災
と同じような、大きなゆっくりした幅の広い揺れを
感じ、これはどこかで大きな地震が起こったのだ、
と直感しました。直後から、正月の番組は地震報道
一色になりました。地震はいつ起こるかわからない、
どこで起こるかわからないと頭では分かっているの
ですが、まさか元日に起こるとは誰も想像していな
かったと思います。
その後、全日本私立幼稚園連合会でも全国に募金
をお願いしたところ、この 3月末の時点でかなり
の額の義援金が全国から寄せられました。ありがと
うございます。紙面をお借りして、全国の私立幼稚
園・認定こども園の保護者・先生方の温かい支援に
感謝申し上げます。
この義援金は、これから、地震被害のあった石川
県、富山県、新潟県、などの先生方と協議し、有効
に使っていきたいと考えています。私の個人的な考
えではありますが、義援金の一部は能登半島にある、
全日本私立幼稚園連合会の加盟園に通われている保
護者の方々への「見舞金」として活用できないかと
考えています。各個人によって今回の地震の被害は
異なるとは思いますが、私立幼稚園・認定こども園
に通っていた全ての園児が、この地震によって何ら
かの影響を受けたことは間違いないと思います。日
常を奪われ、園に通えなくなったり、避難所での生
活を余儀なくされ、親子での楽しい時間を共有する
ことが困難になった方々に対して、何らかの形で見
舞いを表明できればと考えています。

全国の我々の加盟園の関係者が今回の地震で被害
を受けられた方々へ、直接、支援の声を伝えるこ
とはできませんが、頑張って復興を目指しておられ
る姿を、全国の子どもたちや私立幼稚園・認定こど
も園の関係者が応援しているという思いを何らかの
形で伝えられればと思っています。もちろん、組織
で協賛していただいた大切な資金ですから、理事会
などで慎重に協議を重ねて使途を決めていきたいと
思っています。どのように活用されたかにつきまし
ては、報告できる時が来ましたら、この紙面で報告
させていただきます。
義援金を出して頂いた方の中には、石川県を中心
に被害にあわれた全ての方々に思いを伝えられれ
ば、という願いで拠出していただいた方も多くおら
れると思います。そのような方々の思いも尊重し、
義援金を活用していきたいと思っています。幸い、
現・石川県馳知事は、衆議院議員時代に幼児教育議
員連盟の幹事や事務局長などの重責を担っていただ
いておりました。幼児教育に対する造詣も深く持っ
ておられますので、石川県の全ての子どもたちに対
する資金の活用についても相談し、県として使って
いただくことも考えています。いずれにしまして
も、この義援金が、被災された地域の子どもたちの
ために、また、その地域の幼児教育施設の復興の一
助として活用させていただくことをお約束申し上げ
ます。温かいご支援ありがとうございました。

能登半島地震によせて

全日本私立幼稚園連合会
会長　田中　雅道
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全日本私立幼稚園連合会
•••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••



全 日 私 幼 の連 研 修 会

● 2.26　後継者育成研修会

令和 5年度後継者育成研修会が開催

2 月 26 日（月）、東京・アルカディア市ヶ谷に
おいて、私立幼稚園・認定こども園の次代を担う園
長先生や後継者の先生を対象とした「令和 5年度
後継者育成研修会」が開催され、全国から約 100
名が参加しました。
はじめに角谷正雄・全日私幼連副会長から開会の
あいさつが述べられた後、佐々木慈舟・全日私幼連
経営研究委員長の概要説明が行われました。研修会
の主な内容は下記のとおりです。

●ワークショップ
テーマ　�「こどもがまんなかの幼稚園・こども園

を目指し、保護者へどう伝えるか」
内　容　�グループ分けをし（1グループ平均 10

人）、テーマについて自由に意見やアイ
デアを話し合い、各グループでまとめた
内容を一枚の模造紙に表現し、発表して
いただきました。

●講　演 1
演　題　�「こども大綱について」
講　師　�こども家庭庁 長官官房参事官（総合政策

担当）付 企画調整係 主査 万木　尋己　氏
内　容　�こども政策の方向性を定める「こども基

本法」と「こども大綱」を踏まえ、こど
も家庭庁が目指すこどもまんなか社会に
ついてご講演いただきました。

●講　演 2
演　題　�「幼児教育こそ、国をつくる力がある‼」
講　師　�学校法人みんなのひろば　ふじようちえ

ん　理事長・園長　加藤　積一　氏
内　容　�「幸せな未来をつくること」を理念に掲

げ、子どもたちが本来もっている“自ら
育つ力”を大切に、魅力的な園運営に取
り組まれている加藤積一先生をお招き
し、ふじようちえん（東京都立川市）の
働き方や ICT 活用をはじめ、様々な活
動事例の紹介をして頂きました。

講演の後は懇親会が行われ、和やかな雰囲気の中、
研修会は終了いたしました。
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2 月 21 日（水）、東京・アルカディア市ヶ谷で
令和5年度政令指定都市特別委員会研修会（第7回）
が開催され、全国から約 60名が参加しました。
はじめに、角谷正雄・全日私幼連副会長による開
会のあいさつ、柿迫重正・全日私幼連政令指定都市
特別委員会委員長による趣旨説明がありました。研
修会の概要は下記のとおりです。
●講座 1：「私立学校法の改正について」
　講　師　文部科学省 高等教育局 私学部
　　　　　私学行政課長　　神山　弘　氏

●講座 2：「愛着形成への支援
　　　　　～�長時間保育やメディア利用による�

子どもへの影響と対策～」
　講　師　長崎市・医療法人山の手クリニック
　　　　　　　　　　　　　　　中谷　晃　氏

最後に松尾創・全日私幼連政令指定都市特別委員
会副委員長による閉会のあいさつで研修会は終了い
たしました。

2月 29 日（木）、東京・アルカディア市ヶ谷に
おいて、令和 5年度 102 条園研修会が開催され、
全国から約 35名が参加しました。
はじめに、尾上正史・全日私幼連副会長から開会

のことばがあり、公認会計士・税理士・特定行政書
士の白井健二郎先生より、教育用財産に対する相続
非課税制度の対象相続人について、ご講演いただき
ました。
さらに、相続税非課税制度の概要と個人立幼稚園
に関わる教育用財産の非課税についてご説明いただ
きました。また、教育用財産に対する相続非課税制
度をめぐる相談事例をもとに対象相続人についてど
のような点に留意する必要があるか等をお話しいた
だきました。講演後は質疑応答を行い、事前質問並
びに当日質問に対してご回答いただきました。
最後に、溝渕真澄・全日私幼連 102 条園委員長
から閉会のあいさつがあり、研修会は終了しました。

● 2.21　政令指定都市特別委員会研修会

令和 5年度政令指定都市特別委員会研修会（第 7回）が開催

● 2.29　102条園研修会

令和 5年度 102 条園研修会
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○私立幼稚園に対する助成状況調査私立幼稚園に対する助成状況調査

令和 5 年度振興資料集

令和 5 年度　経常費等補助単価

都道府県名 学法・学法予定 学法・学法予定以外の金額、名称

北 海 道 204,370 

東

　

北

青 森 197,220 
岩 手 197,020 
宮 城 197,120 80,623 経常費
秋 田 195,643 
山 形
福 島 203,639 67,880 運営費

関

　

東

茨 城 201,102 
栃 木 205,100 
群 馬 208,458 
埼 玉 197,615 59,400 運営費
千 葉 213,120 
新 潟 209,105 
山 梨 204,128 

東　　京 238,500 
神 奈 川 標準運営方式のため単価なし

東

海

・

北

陸

富 山 215,007 
石 川 211,571 
福 井 196,457 
長 野 197,020 
岐 阜 216,980 
静 岡 209,670 
愛 知 197,020 
三 重 202,216 

近

　

畿

滋 賀 208,000 
京 都 218,050 53,767 教材費等補助
兵 庫 210,601 56,940 経常費
奈 良 221,000 
和 歌 山 192,390 

大　　阪 202,165 13,500 教育研究費等補助

中

　

国

鳥 取 226,343 
島 根
岡 山 224,914 
広 島
山 口 205,000 

四

国

徳 島 221,686 
香 川 202,674 
愛 媛 198,020 
高 知 197,160 

九

　

州

福 岡 207,786 30,000 経常費
佐 賀 199,802 　　　　　　　　　　　　　　
長 崎 196,112 
熊 本 197,143 
大 分 197,122 
宮 崎
鹿 児 島 197,220 
沖 縄 197,571 

注）金額は園児 1人あたり年額（単位：円）／当初予算・補正見込み分を含む。
注）都道府県私学担当課からの報告による。令和 5年 5月 1日現在、全日私幼連調べ。
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令和 5年度私立幼稚園等に対する都道府県補助状況

都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

 北海道 管理運営対策費（単価 204,370 円／人） 1,106,687 1,027,573 〇

施設型給付移行園分 2,012,168 2,191,011 〇 〇 〇 新制度移行園の特別支援教育推進費を含む

特別支援教育推進費 129,360 153,272 〇 新制度移行園の特別支援教育推進費を除く

 （2 人以上就園：784,000 円／人、1 人就園：392,000
円／人）

　教員人材確保支援事業費 25,668 93,408 〇

子育て支援対策事業費補助金 193,770 418,615 〇 〇 〇 〇 〇 新型コロナウイルス感染症対策を含む幼児教育の
質の向上のための環境整備事業

認定こども園等への円滑な移行のための準備支援
　

園務改善のための ICT 化支援

 青　森 経常費（単価 197,220 円／人） 123,044 138,843 〇 〇

 特別支援教育費 129,395 110,544 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人）

 特別支援教育費【県単分】 4,704 9,408 〇 〇 〇 〇

( 対象園児 1 人のみ 392,000 円 / 人）

 特色教育支援経費 66,738 82,840 〇 〇 〇 〇 預かり保育：43,960,000 円、子育て支援活動：
38,880,000 円

私立学校耐震化促進事業費 0 30,690 〇 〇 〇 耐震診断、耐震改修・耐震改築経費補助

認定こども園耐震化促進事業費 0 325,000 〇 〇 耐震化補助

認定こども園整備費 75,809 398,320 〇 〇 施設整備補助

私立学校振興活動費 100 100 私学協会の研修事業補助

研修事業費 800 800 私幼団体の研修事業補助

幼児教育緊急環境整備事業費 18,223 11,074 〇 〇 〇 幼児教育の質向上のための環境整備補助

認定こども園防犯対策整備費 0 5,465 〇 防犯対策強化の整備補助

園務改善 ICT 化促進事業費 4,878 5,026 〇 〇 〇 園務改善のための ICT 化に対する補助

人材確保支援事業費 523 7,686 〇 人材を確保するための処遇改善に対する補助

授業目的公衆送信補償金支援費 0 24 〇 授業目的公衆送信補償金制度利用の学校設置者が
支払う補償金補助

 岩　手 運営費（単価 197,020 円／人）

　一般補助 288,091 226,573 〇

 　人材確保 1,159 3,907 〇 教員数×月額 9,000 円 + 賃金改善に伴う法定福利
費等事業主負担分

　価格高騰対応 1,151 9,018 ○ 1,900,000 円 / 園（前期 950,000 円、後期 950,000
円）以内

特色ある幼児教育等振興事業

　一種免許状保有促進 0 60 ○ 〇 〇 上限 60,000 円 / 園

　特色ある幼児教育振興 24,387 25,713 ○ 〇 〇 〇 〇 事業費× 2/3 以内 ( 共通）

　補助員等配置による園務の平準化支援事業 － 112 事業費× 1/2

　質の向上のための ICT 化支援事業 － 1,000 ６学級以下：500,000 円、７学級以下：750,000 円（事
業費× 1/2）

　園務改善のための ICT 化支援 2,233 2,828 〇 〇 〇 〇 事業費× 3/4

　幼児教育の質の向上のための緊急環境整備 3,691 237 〇 〇 〇 新型コロナウイルス感染症対策

 教育改革推進特別経費

　預かり保育推進 38,280 30,360 〇 国庫補助単価× 2

　子育て支援活動の推進 56,760 66,960 〇 〇 〇 40,000 円×実施回数（上限 40 回）

特別支援教育費 110,383 114,464 〇 〇 〇

（対象幼児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／
人）

 宮　城 運営費（単価 197,120 円／人） 2,484,867 2,181,751 〇 補助対象経費の 1/2 を補助上限とする（規定あり）

新制度移行園分 25,975 25,824 〇 〇 〇 単価：79,212 円（一種免許状を保有する教職員に
応じて補助）

 教育振興補助 18,654 15,399 〇 単価：80,623 円（規定あり）

私立学校特別支援教育教育費 295,568 297,136 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上：784,000 円）

 私立幼稚園特別支援教育教育費 16,072 16,464 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

（対象園児 1 人：392,000 円）

 教育改革推進特別経費、預かり保育等推進事業

 　学校安全の推進 3,850 5,925 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 学法・上限 150,000 円、非学法・75,000 円　※予
算額に小中高分含む

　学校安全の推進（通学路の安全） 4,500 5,175 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 学法・上限 450,000 円、非学法・上限 225,000 円
　※予算額に小中高分含む

 　預かり保育 266,660 331,220 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 学法・国庫単価× 2、非学法：学法× 1/2

緊急環境整備費補助金（新型コロナウイルス感染症対
策分）

66,835 90,000 〇 〇 〇 〇 〇 コロナウイルス感染症対策 70,000 円 /ICT 化支援
補助 20,000 円

緊急環境整備費補助金（通常分） 4,853 24,800 〇 〇 〇 ①緊急環境整備補助：5,000,000 円

〇 〇 〇 ②認定こども園移行準備補助：48,000,000 円

〇 〇 〇 ③ ICT 化支援補助：15,000,000 円

授業料等軽減特別事業補助金 4,056 5,000 〇 〇 〇 〇 〇 補助率 10/10

私立学校学校施設災害対策支援事業補助金 5,553 2,829 〇 〇 〇 補助率 1/6

私立学校給食食材価格高騰対策補助金 66,686 62,498 〇 〇 〇 〇 〇 単価：完全給食 40 円、補食給食 5 円、ミルク給食
2 円

私立学校原油価格高騰対策事業補助金 126,113 105,840 〇 〇 単価：10,500 円 / 人

 秋　田 一般補助 106,454 42,275 

　一般補助（単価 194,798 円／人） 104,607 36,804 〇 〇

 　加算分（人材確保単価 10,900 円／年） 897 3,401 〇 〇 条件：新制度に移行していない幼稚園 10,000 円 /
月、補助率 1/2
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

　加算分（一種免許単価 10,000 円／年） 950 2,070 〇 〇 〇 〇 条件：一種免許状保育教員が在籍する園 15,000 円
/ 年

特別支援教育費 89,492 97,608 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

 （学法・1 人 392,000 円、2 人以上 784,000 円）

預かり保育推進事業費 16,515 16,160 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 教育日、長期休業日、休業日において条件あり

設備費

　保健衛生整備事業 11,801 13,650 〇 〇 〇 補助率 1/2

 　遊具等整備事業 4,045 10,116 〇 〇 〇 〇 〇 補助率 認定こども園 1/2、幼稚園 1/3

　ICT 化支援事業 4,585 3,500 〇 〇 〇 補助率 3/4

 山　形 一般補助 230,010 192,507 〇

　特別支援教育運営費 82,712 92,904 〇 〇 〇 〇

 （1 人 392,000 円、2 人以上 784,000 円／人）

幼稚園教員の人材確保支援事業 2,291 7,702 〇 教職員の賃金を改善した私立幼稚園に対し、その
経費の一部を補助

地域開放推進事業費 14,400 15,800 〇 〇 〇 〇 園の施設や教育機能を地域に開放する事業を行う
私立幼稚園等に対し、一部補助

預かり保育推進加算 30,576 30,660 〇 〇 〇 〇 預かり保育実施園に対し、一部補助

 福　島 運営費（単価 200,639 円／人） 1,632,057 1,718,589 〇 〇 〇 〇

子育て支援推進費 244,948 270,160 〇 〇 〇 〇 預かり保育・子育て支援活動を実施に対し補助

　 心身障がい児教育費 194,215 215,600 〇 〇 〇 〇 心身障がい児の在籍する私立幼稚園等に対する補
助

（1 人 392,000 円、2 人以上 784,000 円）

 教育振興事業（単価 67,880 円／人） 3,204 6,042 〇 〇 〇 非学校法人立幼稚園に対する運営費補助

（心身障がい児 1 人 392,000 円、2 人以上 784,000 円）

 設備整備事業等補助金（災害復旧事業） 150 8,762 〇 ○ 災害復旧経費の一部補助 

 被災園児就園支援事業補助金 194 271 〇 〇 被災園児の保育料等の一部補助

教育支援体制整備事業費補助金 24,408 69,254 〇 〇 〇 〇 〇 〇 子育て環境及び体制整備

耐震化促進事業補助金 10,000 5,000 〇 〇 耐震化工事実施に対し一部補助

こどもの安心・安全対策支援事業補助金 0 42,025 〇 〇 〇 〇 〇 送迎用バスへの安全装置の設置経費補助

 茨　城 経常費（単価 201,102 円／人） 651,425 571,433 〇

 預かり保育推進事業費 66,299 89,932 〇 〇 〇 〇 通常預かり保育：実績に応じて配分、特定・長期
休業日・休業日において条件あり

特別支援教育補助事業費 379,065 404,152 〇 〇 〇 〇

（障害児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／人）

認定こども園等教育支援体制整備事業費 118,034 189,731 〇 〇 〇 〇 〇 質の高い幼児教育・保育を確保するための環境整
備等補助

認定こども園施設整備事業費 155,401 〇 〇 〇 認定こども園等の施設整備補助

幼児教育等サポートスタッフ配置支援事業費 61,057 65,643 〇 〇 教育補助員配置経費補助・1 園 1,080,000 円以内

保育対策総合支援事業費 186,390 278,428 〇 〇 保育補助員配置経費補助・1 園 1,200,000 円以内

 栃　木 運営費（単価 205,100 円／人） 987,733 1,069,895 〇 〇 〇 〇 一種免許状加算及び処遇改善加算を含む（新制度
移行園は一種免許状配分として算定した額に限る）

 地域子育て推進事業費 91,010 109,950 〇 〇 〇 〇 〇 〇 子育て支援（①預かり保育・条件あり、②子育て
支援活動・条件あり）

新制度移行園は H26 年度から継続して補助実績が
ある園に限る

 特別支援教育費 508,424 545,272 〇 〇 〇 〇 〇 〇

（学法・1 人 784,000 円／非学法・1 人 392,000 円）

 授業目的公衆送信補償金助成 17 320 〇 授業目的公衆送信補償金制度の活用助成、一人あ
たり 60 円（消費税抜き）

緊急環境整備事業費 47,010 81,245 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

 群　馬 経常費（単価 208,458 円／人） 223,581 189,572 〇 内訳：181,776,000 円（経常費）、7,776,000 円（処
遇改善）授業目的公衆送信補償金 20,000 円

 預かり保育推進事業費 8,880 6,640 〇 内訳：6,900,000 円（通常保育日）、1,540,000 円（長
期休業日）

 子育て支援事業費 3,600 4,200 〇

 特別支援教育経費（単価 784,000 円以内） 86,356 91,728 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県内に非学法の私学助成園、幼保連携型認定こど
も園なし

耐震診断促進費 0 659 〇 〇 〇 〇 〇

耐震化整備事業費 0 66,985 〇 〇 〇 〇 〇 〇 認定こども園施設整備交付金事業

認定こども園等における教育支援体制整備事業 31,293 63,169 

（内訳）質向上のための緊急環境整備 10,584 35,047 〇 〇 〇 〇 上限額：2,000,000 円

　　　　緊急環境整備（コロナ関連） 18,581 24,278 〇 〇 〇 〇 ○ 上限額：500,000 円以内

　　　　ICT 化支援 2,128 3,844 〇 〇 〇 上限額：750,000 円

 埼　玉 運営費（単価 197,615 円／人・学法） 13,917,165 14,278,665 〇

　〃　（単価 59,400 円／人・非学法） 39,379 46,092 〇

私立学校光熱費等高騰対策支援（単価 2,100 円～２,600
円／人）

65,224 179,517 ○ ○

 保育料軽減事業 1,328 5,305 〇 〇

被災児童生徒授業料等減免事業 135 860 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

特別支援教育費 1,070,626 725,004 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／
人）

 幼児教育質の向上のための緊急環境整備補助 209,997 756,028 

　緊急環境整備補助 64,052 210,228 〇 〇 〇 〇※ ※社会福祉法人含む

 　認定こども園等準備支援補助 3,234 8,800 〇

　ICT 化支援補助 39,856 316,500 〇 〇 〇

 　緊急環境整備補助（新型コロナウイルス感染症対策） 102,855 220,500 〇 〇 〇 〇 〇
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

こどもの安心・安全対策支援事業 27,481 493,079 ○ 〇 〇 〇 〇

千　葉 経常費（単価 213,120 円／人） 9,423,807 8,907,658 〇

  〃　（特別補助〔親と子の育ちの場推進経費〕） 450,276 462,000 〇 〇 〇 〇 子育て支援：補助限度額 1,200,000 円、通常日、
長期休業日、休業日において条件あり

  〃   （特別補助〔特別支援教育経費〕） 469,293 439,000 〇 〇 〇 〇

（1 人 392,000 円／人、2 人以上 784,000 円／人）

 人材確保支援事業 203,212 435,000 〇 定期昇給を超える分：補助率 2/3、単純増額分：補
助率 10/10（上限 24,000 円／年）

 環境整備事業 179,190 143,000 〇 〇 〇 〇 〇 〇 遊具：補助基準額 2,000,000 円、幼稚園：補助率
1/3、認定こども園：補助率 1/2

コロナ対策：補助基準額 300,000 円～ 500,000 円、
補助率 10/10

 園務改善のための ICT 化支援事業費 80,435 131,900 〇 〇 〇 補助率 3/4（補助基準額 1,000,000 円）

 教育振興事業 55,529 66,500 〇 9,463,000 円／園

特別支援教育振興事業 5,280 5,880 〇 〇 〇

（1 人就園 196,000 円、複数就園 392,000 円）

 

耐震化緊急促進事業 110,507 500,000 〇 〇 〇 〇 改築、耐震補強、耐震診断 補助率 1/2（他校種含む）

ブロック塀等安全対策事業 1,714 7,000 〇 〇 〇 補助率 1/2（他校種含む）

子育て支援施設等利用給付費 4,065,872 3,940,000 〇 〇 補助率 1/4　

認定こども園等への円滑な移行のための準備支援事業 2,781 8,000 〇 補助率 1/2（上限 1,600,000 円）

保育教諭確保のため幼稚園の教諭免許状取得支援事業 24 80 〇 〇 受講料　補助率：1/2（上限 100,000 円）、代替職
員雇用費：1 人につき 7,220 円／日・人

こどもの安心・安全対策支援事業 12,825 285,000 〇 〇 〇 〇 〇 送迎用バスの改修支援　補助率：定額　※他の学
校種 ( 小中 ) を含む、

登園管理システム支援　補助率：4/5、ＩＣＴを活
用した子供の見守り支援　補助率：4/5

 新　潟 振興補助（単価 209,105 円／人） 94,378 59,464 〇 〇※ 〇※ 〇※ ※�施設型給付園への補助は R5 より「幼児教育の
質向上支援事業」として切り出し

幼児教育の質向上支援事業 80,000 〇 〇 〇 〇 幼児教育の質の向上に係る取組への補助

教育改革推進特別経費 120,904 143,292 〇 〇 〇 〇 預かり保育補助

 特別支援教育費 96,040 90,552 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／
人）

子育て支援推進事業 22,239 22,600 〇 〇 〇 〇 補助率：幼稚園 1/2（上限 400,000 円）、認定こど
も園 1/2（上限 500,000 円）

認定こども園施設整備事業 378,911 5,000 〇※ 耐震化整備※経過措置

緊急環境整備事業 35,205 31,294 〇 〇 〇 〇 〇 遊具等、ICT 化において補助率あり

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業 249 2,631 〇 〇

 山　梨 経常費（単価 204,128 円／人） 175,026 163,311 〇 〇 〇 〇

 東　京 経常費（単価 238,500 円 / 学級） 17,499,066 16,701,288 ○ △ 単価は別表あり

教育振興事業費 832,338 727,338 ○ 　　 〃

 施設型給付費負担金 6,726,997 7,176,242 ○ ○ ○ △ △

 神奈川 経常費（標準運営方式のため単価なし） 8,825,709 8,463,166 〇 〇 高額給与他一部交付事由により減額の可能性あり

預かり保育推進費 276,805 313,527 〇 〇 △ △ △ △ △ 預かり保育専任教員を 1 名以上配置、ほか別途条
件あり（△：条件を満たした場合のみ対象）

 地域開放推進費 117,103 127,000 〇 △ △ △ 地域との連携を深める園に対する補助

 特別支援教育費 1,731,464 1,713,040 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

（国庫：2 人以上 784,000 円／人、県単：1 人 392,000
円／人）

施設耐震診断調査費 2,513 3,906 〇 〇 〇 〇 補助率 2/3 以内（補助限度額 1,030,000 円、条件
あり）

認定こども園移行幼稚園耐震化工事費 0 135,843 〇 〇 〇 〇 補助率 1/2（条件あり）

緊急環境整備費 32,204 70,833 〇 〇 〇 〇 △ 補助率・国 1/3 基準額 666,000 円（私立幼稚園）、
国 1/2 基準額 1,000,000 円（認定こども園）

感染症対策事業費 158,507 173,416 〇 〇 〇 〇 〇 補助率・10/10（条件あり）

移行準備費 1,348 4,050 〇 補助率・国 1/2 基準額 800,000 円

園務改善費 63,105 71,260 〇 〇 〇 補助率・国 3/4 基準額 750,000 円

物価高騰対応支援金 57,600 35,880 〇 〇 支給額：60,000 円（上半期）、70,000 円（下半期）

安心・安全対策支援事業 9,389 647,874 〇 〇 〇 〇 〇 補助率、基準額あり

認定こども園施設整備交付金事業費 505,609 873,128 〇 〇 認定こども園の設置促進を目的とし、創設や増築
事業等に対して定められた基準額に基づいた単価
設定

幼稚園型認定こども園安全管理体制緊急整備事業費 29,698 7,500 〇 〇 負担割合（基金 1/2、市町村 1/4、事業者 1/4 )

安心こども交付金事業費（認定こども園） 724,000 0 〇 〇 負担割合（基金 1/2、市町村 1/4、事業者 1/4）

安心こども交付金事業費（保育所） 4,500 0 負担割合（待機児童多：基金 2/3、市町村 1/12、
事業者 1/4）（それ以外：基金 1/2、市町村 1/4、事
業者 1/4）

保育所等設備交付金事業費 311,480 － 負担割合（待機児童多：国 2/3、市町村 1/12、事
業者 1/4）（それ以外：国 1/2、市町村 1/4、事業者
1/4）

 富　山 経常費（単価 215,007 円／人） 62,053 69,878 〇 教育振興費を除く場合（単価 197,053 円／人）

教育振興費【国補助分】 52,659 60,587 〇 〇 〇 〇 預かり保育、障害児受入れ

 教育環境整備事業費 1,846 2,442 〇 〇 〇 〇 学法・1 園 500,000 円（限度額）

振興対策補助 720 720 私幼団体補助

振興会運営費補助 1,170 1,170 　　〃

教育支援体制整備事業補助 9,390 26,000 〇 〇 〇 〇 〇 
（社福）

遊具等の整備、コロナ対策、ICT 化に要する経費
補助

認定こども園施設整備補助 54,019 132,432 〇 〇 〇 〇 改築、増改築、大規模修繕等
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

施設型給付費県費補助金 514,912 532,412 〇 〇 〇 〇 〇 1 号認定こども分（新制度移行園）

施設型給付費県費負担金 733,492 780,539 〇 〇 〇 〇 〇 　　〃

子育て支援施設等利用給付費 22,235 27,987 〇 私学助成園保育料無償化分

 石　川 経常費（単価 211,571 円／人） 362,894 261,291 〇

障害児就園対策費 84,672 103,488 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人） 預かり保育推進事業の人件費 1/2 補助（限度額：
平日 4h ～〔加算あり〕、長期休業 220,000 円、休
業 350,000 円）

 預かり保育推進費 7,339 7,583 〇 〇 〇 〇 【国庫対象】耐震補強等　県 1/6 補助、国補助 1/3
又は 1/2

教育環境整備費 6,048 13,000 〇 〇 【国庫対象外】園舎改修　県 1/3 以内（6,000,000 円）

子育て支援推進費 6,283 8,200 〇 〇 〇 〇 子育て支援事業経費補助（限度額：200,000 円）

 団体補助 3,300 3,300 私幼団体運営費、研修費補助

幼児教育緊急環境整備 12,089 13,739 〇 〇 〇 〇 〇 保健衛生用品（国 1/2 補助）（県 1/2）遊具等整備（国
1/3 補助）移行準備支援（国 1/2 補助）ICT 化支援

（国 3/4 補助）

保育士資格取得支援事業費 0 51 〇 〇 〇 〇 〇 受講料、代替教員の雇上補助

学校安全特別対策事業費補助金 1,755 8,245 〇 〇 送迎用バスへの安全装置の装備、ICT を活用した
子供の見守り支援、登降園（登下校）管理システ
ム導入支援

処遇改善事業費補助金 1,691 8,995 〇 賃金改善を行うために必要な経費を補助　教員１
人あたり上限 9,000 円／月

私立学校物価高騰対策事業費 － 1,148 〇 〇 幼稚園の光熱水費支出への補助、単価：1,050 円
／園児

 福　井 教育振興費（単価 196,457 円／人） 54,267 88,456 〇 〇 〇 〇

　一種免許状加算分（210 円／園児）

 特別支援教育事業費 46,753 56,052 〇 〇 〇 〇

（2 人以上就園 784,000 円／人）

 預かり保育推進事業費 8,380 8,960 〇 〇 〇 〇 預かり保育（長期休業日、休業日含む）

 2 歳児受入推進事業費 12,718 21,600 〇 〇 〇 〇 2 歳児受入にあたり専任教員等がいる場合

緊急環境整備事業費（遊具等整備分） 11,760 17,404 〇 〇 〇 〇 〇

緊急環境整備事業費（コロナ対策分） 4,275 8,950 〇 〇 〇

園務改善のための ICT 化支援事業費 2,865 6,000 〇 〇 〇

 長　野 教育振興費（単価 197,020 円／人） 1,406,041 1,353,261 〇 〇 〇 〇 施設型給付・認定こども園は特別補助のみ

処遇改善補助 5,906 28,312 〇 私立幼稚園教員の処遇改善分（通常のベア分を超
えるベースアップ）に対する補助

認定こども園等の環境整備事業補助 218,339 349,140 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 認定こども園施設整備事業と教育支援体制整備事
業の合算、非学法は社福等

施設型給付費負担金・補助金 1,364,147 1,430,872 〇 〇 〇 〇 〇 市町村が認定こども園等へ交付する経費に対して
補助

子育て支援施設等利用給付費負担金 377,230 360,017 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 幼児教育無償化分（施設型給付園・認定こども園
は預かり保育分）

園庭芝生化導入事業補助金 2,250 〇 〇 〇 私立幼稚園の園庭の芝生化に要する経費に対して
補助

学校安全特別対策事業費補助金 1,871 59,749 〇 〇 〇 〇 〇 送迎用バスの改修支援事業、ICT を活用した子ど
もの見守り支援事業、登降園管理システム導入支
援事業及び学校における性被害防止対策に係わる
支援合算

 岐　阜 教育振興費（単価 216,980 円／人） 3,912,046 4,139,744 〇 〇 〇 〇

　預かり保育事業 166,681 189,516 預かり保育事業の推進

　休業日預かり保育事業 48,274 56,136 長期休業日及び土日の預かり保育事業の推進

　地域教育センター的事業 76,414 76,221 子育て相談、未就園児受入等

　英語教育推進事業 73,221 81,220 教育の国際化推進

　特別支援教育推進事業 346,791 423,764 障がい児の就園促進

幼児教育緊急環境整備事業費 68,083 78,000 幼児教育の質の向上

認定こども園施設整備事業費 28,533 298,496 〇 〇 〇 〇 ○ 
（社福）

認定こども園等の施設整備補助

耐震整備事業費 0 3,333 〇 〇 〇 〇 ○ 
（社福）

国庫補助耐震化経費1/6上乗せ補助（他学校種含む）

連合会補助 270 270 〇 私幼団体研修会等の助成

 PTA 連合会補助 180 180 PTA 連合会研修会等の助成

 子育て支援事業補助 360 360 私幼団体が実施する子育てフォーラム等の助成

 静　岡 経常費（単価 209,670 円／人） 2,530,694 1,988,100 〇

障害児教育費 239,904 259,504 〇 〇 〇 〇

（心身障害児 2 人以上在籍：1 園 1 人あたり 784,000 円）

教育支援体制整備事業費 49,446 22,600 〇 〇 〇 〇 〇 〇 補助率等①緊急環境整備（遊具等環境整備）：私立
幼稚園 1/3、幼稚園型・幼保連携型認定こども園
1/2

          〃 　　　　②�緊急環境整備（保健衛生用品購入及び
かかり増し経費）：私立幼稚園・幼稚園
型認定こども園 10/10

          〃 　　　　③移行準備支援：私立幼稚園 1/2

          〃 　　　　④ �ICT 化支援：私立幼稚園・幼稚園型認
定こども園 3/4

 子育て支援事業費（預かり保育） 56,875 56,100 〇 〇 〇 〇 1 日 2 時間以上の預かり保育を行う園の設置者に
対し、経費助成（国単価に準拠）

  　     〃　  　　 （子育て支援） 2,615 2,700 〇 〇 補助限度額：300,000 円／園（条件あり）

地震対策緊急整備事業費 0 148,600 〇 耐震性に問題がある園舎等の改築・補強（条件あり）

教員人材確保支援事業費 12,046 67,000 〇 【人材確保支援事業】ベースアップによる基本給の
増額改定を基本とする（条件あり）
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

【処遇改善支援事業】基本給又は決まって毎月支払
われる手当の増額改定を基本とする

 教育環境整備事業費 0 800 〇 〇 幼稚園型認定こども園への移行・認定に必要な施
設整備費、補助率 1/3 以内

 愛　知 経常費（単価 197,020 円／人） 12,077,609 11,717,020 ○ ○

 　〃 　（特別補助） 1,899,950 2,474,885 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 預かり保育促進、休業日預かり保育推進、一種免
許状保有促進等

 特別支援教育費 1,071,493 1,243,738 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 非学法・1 人 274,400 円、2 人以上 2274,400 円

（学法・1 人 784,000 円、2 人以上 784,000 円）

 施設設備整備費補助金 113,704 1,000,000 ○ ○ ○ ○ 予算は幼小中高専総額、耐震改築・大規模改造・
アスベスト対策等

 授業料等軽減補助金 5,278 5,364 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 第 3 子以降の満 3 歳児の授業料等無料化

私学団体補助金 600 100 私立幼稚園連盟補助金

教育支援体制整備事業費 147,882 186,000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ICT 化の推進、遊具・運動用具等の整備、新型コ
ロナ感染症対策

経常費（スクールバス燃料費） 117,271 0 ○ ○ ○ ○ ○

経常費（学校給食費） 154,071 0 ○ ○ ○ ○ ○

経常費（光熱費） 528,928 0 ○ ○

安全特別対策事業費 17,360 0 ○ ○ ○ ○ ○

 三　重 振興補助（園児単価 202,216 円／人） 1,116,267 1,065,986 〇 〇 〇 〇 【私学助成】3 ～ 5 歳園児単価：202,216 円、満 3
歳園児単価：101,108 円

【新制度移行園】3 ～ 5 歳園児単価：5,214 円、満
3 歳園児単価：2,607 円

心身障がい児助成事業 128,214 127,725 〇 〇 〇 〇 人件費・教育研究経費・管理経費に対し助成

（国庫：784,000 円、県単：392,000 円）

教育改革推進特別補助（子育て支援） 15,114 15,440 〇 〇 〇 〇 子育て支援事業に係る人件費・教育研費・管理経
費助成（上限 600,000 円）

      　  〃　　    　    （預かり保育） 28,390 31,413 〇 〇 〇 〇 預かり保育実施に係る人件費・教育研費・管理経
費助成

認定こども園等緊急環境整備事業費〔遊具等〕 11,439 10,034 〇 〇 〇 〇 〇 補助対象経費 2,000,000 円（上限） 
補助率 1/2 以内（認定こども園・認定こども園移
行予定園） 
補助率 1/3 以内（幼稚園） 
遊具・運動用具・教具・保健衛生用品等の環境整
備に要する経費に対し助成

認定こども園等緊急環境整備事業費〔コロナ対策〕 19,959 7,588 〇 〇 〇 補助対象経費 500,000 円（上限）、補助率 10/10　
保健衛生用品や備品の購入等及びかかり増し経費
に対し助成

園務改善 ICT 化支援事業 10,467 5,132 〇 〇 〇 上限 750,000 円 補助率 3/4 以内

幼児教育 ICT 化支援事業 － 4,640 〇 〇 〇 〇 〇 補助対象経費：1,000,000円（6学級未満）、1,500,000
円（7 学級以上）　補助率：1/2 以内

物価高騰対策支援補助金 8,299 32,954 〇 〇 〇 光熱費、送迎バス燃料費・給食費の物価高騰によ
る価格上昇分に対し助成 ※別途規定あり

給食費負担軽減事業費 754 － 〇 〇 〇 補助対象経費：利用児童数× 140 円（上限）

安全特別対策事業費補助金 1,944 19,409 〇 〇 〇 〔送迎用バスの改修等支援〕補助対象経費：装置
175,000 円（上限）/ 台　補助率：定額

〔ICT を活用した子どもの見守り支援事業〕補助率：
4/5 以内

〔登降園管理システム導入支援事業〕補助率：4/5
以内

 滋　賀 振興補助（単価 208,000 円／人） 178,128 189,810 〇

教育改革推進特別経費 33,580 32,560 〇 〇 〇 〇 預かり保育、子育て支援

教育支援体制整備費 11,917 15,730 〇 〇 〇 
一部

〇 
一部

遊具等環境整備、ICT 化促進、新型コロナウイル
ス感染症対策

特別支援教育事業費 90,160 81,536 〇 〇 〇 〇

（学法・対象園児 2 名以上 784,000 円）

 京　都 私学運営費補助（単価 218,050 円 / 人） 3,812,992 3,674,812 ○

教材費等補助（単価 53,767 円 / 人） 7,986 7,850 ○

 幼児教育振興補助 156 162 ○

 心身障害児教育費補助 600,926 602,896 ○ ○ ○ ○ 幼稚園に 2 人以上の心身障害児が就園している場
合 
1 人当たり 784,000 円

預かり保育推進特別補助 369,532 373,580 ○ 預かり保育事業を実施する幼稚園

 未入園児保育支援事業費 69,535 69,058 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 親子関係支援センター事業、地域の子育て力向上
事業、在宅２歳児親子登園支援事業及び２歳児子
育て支援事業を実施園

 私立学校施設耐震診断事業費 0 600 ○ ○ 幼稚園が実施する耐震診断事業に要する経費の 2/3
を補助

私立学校施設緊急耐震化支援事業費補助 0 10,000 ○ ○ 耐震補強工事、非構造部材の耐震対策工事及び耐
震改築工事に要する経費（国 庫補助金補助対象経
費）の 1/6 以内を補助

きょうと子育て環境整備事業 78,129 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 令和５年度に認定こども園に移行予定の私立幼稚
園等の増築、改築、大規模修繕等に要する経費の
1/2 を補助

教育支援体制整備事業費補助 101,751 40,535 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 幼稚園、幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認
定こども園における教育支援体制の整備に関する
事業を補助

給食費高騰緊急対策事業 1,435 0 ○ ○ ○ ○ ○ 給食費の保護者負担軽減（令和４年度５月補正予
算）

省エネ推進緊急対策事業 37,859 0 ○ ○ ○ ○ ○ 省エネ機器の導入（令和４年６月補正予算）

光熱費緊急支援事業 6,960 0 ○ ○ ○ ○ ○ 光熱費の高騰に対する支援（令和４年１２月補正
予算）
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

感染拡大防止緊急対策事業 17,338 0 ○ ○ ○ ○ ○ 新型コロナウイルス感染症対策（令和３年度予算
繰越分）

 兵　庫 経常費（単価 210,601 円／人・学法） 3,410,677 3,148,696 ○

経常費（単価 56,940 円／人・非学法） 7,967 7,345 ○

預かり保育推進 430,620 419,660 ○ ○
原則一時預かり事業で対応 

（ただし園の選択で対応可）

預かり保育推進により保護者や地域のニーズに対
応するとともに、保護者及び園の経費負担の軽減
を図る

 長時間等預かり保育推進事業 34,677 37,281 ○ ○ ○ ○ 子どもを安心して産み育てる環境整備を図るため、
長時間等預かり保育実施園に対し補助

預かり保育延長促進事業 300 900 ○ ○ ○ ○ 預かり保育機能の拡充を図り、幼保一体化の実現
に向けた取り組みを促進

在宅児子育て応援事業 128,312 217,576 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 幼児教育のセンター的機能を有する私立幼稚園等
における幼児教育体験や親教育、遊び指導等の在
宅乳幼児への子育て支援

１歳児子育て応援事業 31,850 44,850 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域の乳幼児とその親たちが気軽に集い交流し、
語り合い、学び合える場としての「子育てサロン」
の開設・運営を支援

耐震化補助事業 4,377 71,670 ○ ○ 園舎の耐震性を改善し、安全性の確保を図るため
に行う危険建物の耐震補強工事について補助

耐震化促進事業 0 7,551 ○ ○ 園舎の耐震性を改善し、安全性の確保を図るため
に行う危険建物の耐震補強工事の付帯工事に要す
る経費の一部を補助

高校生保育体験推進事業 1,979 1,800 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 高校生の情操教育の推進を図るため、私立幼稚園
等における高校生の保育体験学習を支援

親子学級開設費 14,400 32,400 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域の幼児教育センター的機能の一翼を担う親子
学級運営に必要な経費補助

緊急環境整備事業 41,858 164,720 ○ ○ ○ ○ ○ 新制度への円滑な移行に資するため、教育環境の
充実を図る園に対する補助　　

認定こども園特色教育推進事業 75,000 75,000 ○ ○ 新制度の認定こども園に移行する園の特色教育に
対する補助

子育て支援カウンセラー事業 42,301 54,600 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 対象：臨床心理士等を配置し、教員への指導助言・
保護者カウンセリングを実施する園

単価：150,000 円（6 回以上実施）、300,000 円（12
回以上実施）

特別支援教育振興費 334,768 372,792 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（障害児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／人） 単価：160,000 円 / 園

預かり保育特別支援推進事業 42,500 50,000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 特別支援を要する園児の受入実績かつ年間の預か
り保育実施園に対する補助（定額 500,000 円／園）

園務改善のための ICT 化支援事業 39,749 70,350 ○ ○ ○ 単価：750,000 円／園　

感染拡大防止対策事業 71,491 90,500 ○ ○ ○ ○ ○ 単価：500,000 円／園、保健衛生用品等の購入等
に要する経費の一部を補助

原油価格・物品高騰対策一時支援金 99,936 165,759 ○ ○ ○ ○ ○ 単価：3,000 円／園児×定員内実員、光熱費・食
料費等の高騰による保護者負担を軽減するため私
立幼稚園に支援金を支給　

送迎用バス改修支援事業 3,982 52,711 ○ ○ ○ ○ ○ 単価：175,000 円／園、送迎用バスの安全装置の
費用補助

ICT を活用した子供の見守り支援事業 15,000 ○ ○ ○ ○ ○ 単価：160,000 円／園、子どもの見守りサービス
機器等の導入に係る費用補助

私立幼稚園登園管理システム支援事業 51,000 ○ ○ ○ ○ ○ 単価：560,000 円／園、子どもの安全対策を目的
とした登園管理システムの費用補助　

幼児教育の質の向上のための ICT 化支援事業 71,000 ○ ○ ○ ○ 単価：500,000 円／園（6 学級以下）、750,000 円
／園（7 学級以上）、情報システムの導入やパソコ
ン等の備品購入費用補助

私立幼稚園性被害防止対策支援事業 6,000 〇 〇 〇 〇 単価：50,000 円／園、こどもの性被害防止対策の
ための費用補助

ひょうご保育料軽減事業（保育所等を含む） 383,990 441,240 ○ ○ ○ 3 歳未満の第 1 子（R1 ～）、第 2 子（H28 ～）及
び第 3 子以降の園児の保育料を軽減した園に対し
て補助

 奈　良 教育経常費（単価 221,000 円／人） 854,406 876,044 〇

心身障害児教育振興費 150,528 153,000 〇

（心身障害児 2 人以上 784,000 円／人）

 教育改革推進特別経費 30,160 37,900 〇 対象：預かり保育を 1 日平均 2 時間以上実施かつ
担当教員及び対象園児が 1 日平均 1 人以上いる園

緊急環境整備事業補助金 886 10,000 〇 教具・遊具等の教育環境の整備に対する助成、補
助率 1/3（補助限度額 666,000 円）

緊急環境整備事業補助金（コロナ対応） 14,842 19,000 〇 新型コロナウィルス感染症対策を実施するために
必要となる経費等に対する助成

園務改善のための ICT 化支援事業 11,370 28,500 〇 〇 指導要録や登降園管理等の業務支援システムの導
入に要する経費の一部補助　補助率 3/4（補助限度
額 750,000 円）

人材確保のための処遇改善事業補助金 3,033 14,400 〇 専任教員に対し＋ 2％以上処遇改善を実施した園
を補助　補助率 1/2（補助限度額：66,000 円／人）

施設型給付費交付金 58,485 68,405 〇 私立幼稚園にかかる施設型給付費の支給に要する
費用に対する県交付金

施設型給付費補助金 36,696 48,570 〇 私立幼稚園にかかる施設型給付費の支給に要する
費用に対する県補助金

認定こども園への移行のための施設整備事業補助金 － 84,408 〇 幼稚園型認定こども園へ移行する園に対し施設整
備補助を行う市町村への経費一部補助　補助率 1/2

認定こども園等への移行のための準備支援事業 319 2,400 〇 認定こども園等への移行準備に必要な経費補助　
補助率 1/2

幼児教育無償化事業（私立幼稚園（旧制度）） 297,184 302,706 〇 私立幼稚園施設等利用費の支給に要する費用に対
する県負担
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

施設型給付県費交付金 4,132 3,847 〇 認定こども園にかかる施設型給付費の支給に要す
る費用に対する県交付金

施設型給付県費補助金 220 207 〇 認定こども園にかかる施設型給付費の支給に要す
る費用に対する県補助金

教育の質向上のための研修支援 277 660 〇 合同研修実施及び研修出席に係る経費補助

こどもの安心・安全対策支援 4,200 7,593 〇 〇 安全確保、安全対策に要する経費補助（幼、小、
中の合計）

児童生徒等の安全確保事業費補助金 10,952 13,200 〇 児童生徒等のために安全確保の推進の取組に係る
経費補助金（幼、小、中、高の合計）

 和歌山 経常費（単価 192,390 円／人） 462,371 438,842 〇

障害児教育教育費 12,903 12,544 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／
人）

預かり保育推進事業 32,260 24,944 〇 〇 〇 〇 通常預かり保育 400,000 円～ 1,400,000 円／園

　　　　〃 ５時間以上の預かり保育 300,000 円～ 4,500,000
円／園

　　　　〃 長期休業日預かり保育 160,000 円～ 680,000 円／
園

　　　　〃 休業日預かり保育 300,000 円～ 1,040,000 円／園

 教育支援体制整備事業費交付金 6,132 3,925 〇 〇 〇 幼稚園及び幼稚園型認定こども園に対する教育の
質の向上のための緊急環境整備

　　　　　 　〃 0 2,400 〇 〇 〇 補助率：遊具等環境整備　幼稚園 1/3　幼稚園型認
定こども園 1/2

　　　　　 　〃 2,427 8,250 〇 〇 〇 保健衛生用品等の購入及びかかり増し経費　10/10

 人材支援事業 1,188 3,627 〇

認定こども園施設整備交付金 37,524 14,114 〇 〇 〇

教育支援体制整備事業費交付金 10,173 23,000 〇 〇

幼保連携型認定こども園障害児教育教育費 29,792 360,064 〇

（障害児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／人・
学法）

 大　阪 経常費（一般補助単価 202,165 円／人） 7,646,641 7,311,860 〇

　 〃   （特別助成単価 13,500 円／人）

 教育研究費等補助（一般補助単価 60,600 円） 11,253 8,095 〇

 　　　 〃  　   　（特別助成単価 4,000 円）

 特別支援教育費 1,161,076 1,267,728 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人、392,000 円／人）

 キンダーカウンセラー事業 43,090 42,000 〇 〇 〇 〇 〇 年 12 回以上 250,000 円、年 24 回以上 500,000 円、
年 36 回以上 750,000 円、年 48 回以上 1,000,000
円

預かり保育事業 462,892 462,880 〇 〇 条件あり

 教育支援体制整備事業 246,288 594,950 〇 〇 〇 〇

物価高騰対策一時支援金 30,807 57,051 〇 〇 原油・原材料価格高騰により光熱費等の負担が増
大している中で安定的な事業継続を支援。

安全特別対策事業費補助金 0 346,319 〇 〇 〇 〇 〇 子どもの送迎用バスへの安全装置の装備等を支援。
　R4 年度予算を繰り越し、R5 年度に事業実施。

 鳥　取 運営費（単価 226,343 円／人） 84,763 46,174 〇 対象：一般分、人権教育推進事業、ティーム保育

  処遇改善推加算分 （単価：3 歳以上児 7,000 円、満 3
歳児 3,500 円）

1,629 4,102 〇 教員の賃金改善に要した人件費

子育て支援活動・預かり保育推進事業（単価：75,284 円） 14,659 15,358 〇 〇 〇 〇 教員の人件費、教育研究費及び管理経費

特別支援教育研究推進事業費（単価：784,000 円） 47,793 43,904 〇 〇 〇 〇 専任教職員に係る人件費、教育研究費、管理経費、
図書経費

 島　根 振興費 21,640 23,500 〇 〇 〇 〇

施設型給付費補助 572,329 635,011 〇 〇 〇 〇 〇

 岡　山 経常費（単価 224,914 円／人） 368,228 358,513 〇 人件費、教育研究経費、管理経費及び設備関係支出、
補助率 1/2

教育改革等推進補助金 65,081 86,763 〇 〇 〇 〇 預かり保育、子育て支援、特別支援教育推進の補
助

認定こども園整備事業費 52,692 0 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 認定こども園の設置促進のための施設整備補助

緊急環境整備事業費 9,857 6,538 〇 〇 〇 〇 〇 遊具等の環境整備補助（公立含む）

園務改善のための ICT 化支援事業 3,884 4,948 〇 〇 〇 園務を改善するための ICT 環境の整備に対する補
助（公立含む）

処遇改善事業費 1,225 2,147 〇 人材確保のために実施した処遇改善に対する補助

私立学校安全特別対策事業費補助金 4,404 29,077 〇 〇 〇 ①送迎用バスへの安全装置の設置、②登降園管理
システム導入、③見守り支援システムの導入費用

私立学校電気料金負担軽減事業補助金 1,140 1,517 〇 令和３年度比で高騰した電気料金に対する補助

私立学校給食費負担軽減事業補助金 440 2,594 〇 令和３年度比で高騰した給食に係る食材費等に対
する補助

 広　島 経常費 2,944,977 2,656,601 〇 〇 〇 〇

教員確保 36,559 229,479 〇 教員の処遇改善経費の一部補助

耐震化緊急促進事業 5,353 15,963 〇 〇 耐震化工事経費の一部補助

教育支援体制整備事業 75,429 189,159 〇 〇 〇 〇 〇 遊具等の購入、事務軽減経費、ICT 化促進経費の
一部補助

幼稚園機能充実支援事業 25,969 362,176 〇 〇 〇 〇 〇 認定こども園化を進める園の耐震化及び防犯対策
経費の一部補助

 山　口 運営費（単価 205,000 円／人） 538,278 545,300 〇

教員処遇改善促進事業 5,726 28,422 〇 定期昇給以上の特別な処遇改善に対する補助

預かりサポート推進事業 355,988 406,339 〇 〇 〇 〇 預かり保育推進事業、休日預かり保育推進事業、
特別支援教育費補助金
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

地域子育て支援事業 10,706 12,893 〇 〇 〇 〇 園施設等の地域開放への取組助成事業（限度額
500,000 円／園）

耐震化促進事業 14,136 0 〇 対象施設の耐震診断等の経費補助

認定こども園施設整備事業 171,603 0 〇 〇 〇 〇 認定こども園の整備経費補助

耐震化促進利子補給事業 1,241 1,160 〇 〇 〇 〇 対象施設の耐震診断等の経費補助

教職員研修補助 898 929 私幼団体実施の教職員研修事業補助

教育支援体制整備事業 35,270 40,991 〇 〇 〇 〇 園の環境整備等に係る経費補助

給食費等に係る物価高騰差額補助事業 13,229 246,456 食材料費等の増額相当額に対する支援

光熱費高騰対策支援事業 14,800 14,800 〇 〇 〇 〇 光熱費高騰に対する支援金

誰もが育ち・学び・遊べる幼児教育環境づくり推進事
業

0 65,374 〇 〇 〇 〇 多様性に配慮した遊具等の導入事業及びバリアフ
リー化に係る経費補助

送迎バス安全装置導入支援事業 0 159,200 〇 〇 〇 通園時の安全確保に係る経費補助

 徳　島 運営費（単価 221,686 円／人）〔一般補助＋特別補助〕 138,153 99,094 〇 〇 〇 〇

　 緊急環境整備事業（新型コロナウイルス感染症対策含
む）

4,608 4,469 〇 〇 〇 〇

園務改善のための ICT 化支援事業 2,191 614 〇 〇 〇

こどもの安心・安全対策事業 0 10,540 ○ ○ ○

電気料金高騰対策緊急支援事業 1,467 3,920 ○

こどもの安全・安心な環境整備支援事業 0 400 ○ ○

 香　川 経常費（単価 202,674 円／人） 434,235 353,433 〇 〇 〇 〇

 　〃　〔特別補助〕 48,251 67,956 〇 〇 〇 〇

 特別支援教育費 108,976 114,464 〇 〇 〇 〇

（園児 1 人当たり 784,000 円）

教育支援体制整備事業費 32,384 29,936 〇 〇 ※ 〇 ※ ※ ※遊具・教具等の設備環境補助、緊急環境整備、
感染症対策経費、ICT 化支援

教員研修費 1 503 〇 〇 〇 
（学法
のみ）

〇 教員の研修及び人権・同和教育の推進

 愛　媛 運営費（単価 198,020 円／人） 954,721 862,129 満 3 歳児（単価：118,812 円／人）

　一般補助 758,696 606,893 〇

　人材確保支援 4,405 49,415 〇 教職員の月額 9,000 円の処遇改善に対して、その
1/2 を補助

　特別支援教育 191,620 205,821 〇 〇 〇 〇

（国補：2 人以上 784,000 円、県単：1 人 198,020 円）

子育て総合支援事業 58,458 74,065 〇 〇 〇 〇 預かり保育、子育て相談、園舎開放等、総合的な
子育て支援の取り組み促進（単価、条件あり）

 高　知 運営費（単価 197,160 円／人） 18,213 19,804 〇 〇 〇 〇

特別支援教育費 39,736 38,808 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／
人）

産休等代替職員雇用事業費 2,288 10,738 〇 〇 〇 〇 〇

子育て支援推進事業費 16,517 18,682 〇 〇 〇 〇 補助上限額：1600,000 円／園

就学前教育・保育施設整備交付金 14,863 102,988 〇 〇 〇

緊急環境整備事業費 5,196 9,892 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 遊具等の整備助成（上限 2,000,000 円／施設） 補助
率 1/2（幼稚園型・幼保連携型認定こども園）、1/3

（左記以外）

 　　　 〃 8,325 13,750 〇 〇 〇 新型コロナウイルス感染症拡大防止を実施する
ために必要となる保健衛生用品購入補助 補助率
10/10（条件あり）

　　　 〃 4,514 2,685 〇 〇 〇 ICT 化支援（上限 1,000,000 円／施設） 補助率 3/4
　

送迎バス安全対策事業費 0 7,560 〇 〇 〇 〇 〇 基準額：180,000 円／台

幼稚園等安全対策事業費 0 5,600 〇 〇 〇 〇 〇 基準額：700,000 円以内／施設　補助率：国 4/5

　　　 〃 0 1,600 ○ ○ 〇 〇 〇 基準額：200,000 円以内／施設　補助率：国 4/5

 福　岡 経常費（単価 207,786 円／人） 7,385,968 6,878,515 ○ 主な加算 [ 体験教育推進加算（単価 300,000 円／園）
特別支援教育加算（単価 784,000 円／人）児童生
徒等の安全確保（単価 600,000 円／園）]

　特別補助・教育改革推進特別経費 394,300 451,840 ○ 教育時間の前後や休業日、長期休業日の預かり
保育に要する経費の一部補助 （単価 160,000 ～
5,900,000 円／園）

教育振興事業費（単価 30,000 円／人） 18,896 18,510 ○ 私立幼稚園設置者（非学法）に対し、教育に係る
経常的経費の一部補助

設備費補助金 101,184 184,481 ○ ○ ○ ○ ○ 環境整備経費補助（学法・社福）補助率 幼稚園
1/3、幼保連携型及び幼稚園型認定こども園 1/2、
ICT 化支援 3/4

設備費（新型コロナウイルス感染症対策） 79,514 129,508 ○ ○ ○ ○ ○ 私立幼稚園における新型コロナウイルス感染症対
策のために必要な保健衛生用品の購入等に要する
経費の一部を補助

子ども・子育て支援新制度移行幼稚園支援経費 627,280 607,048 ○ ○ ○ ○ 主な加算 [ 体験教育推進加算（単価 300,000 円／園）
特別支援教育加算（単価 784,000 円／人）児童生
徒等の安全確保（単価 600,000 円／園）預かり保
育推進事業（単価 160,000 ～ 5,900,000 円／園）]

私幼振興協会補助 10,602 10,915 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 私幼団体が実施する幼稚園等教職員に対する各種
研修事業経費の一部補助　補助率 1/2 以内

耐震化促進費 0 36,788 ○ ○ 耐震改修・改築工事経費の一部補助　補助率：国
庫補助対象経費の 1/6

給食費支援金 33,217 343,435 ○ ○ ○ ○ ○ 単価：40 円／食

物価高騰対支援金 64,996 115,077 ○ ○ ○ ○ ○ 光熱費等の上昇分相当額を補助

子どもの安心・安全対策支援費 3,453 429,808 ○ ○ ○ ○ ○ 送迎用バスの園児置き去りを防止する安全装置や
登園管理システム等の導入経費補助　補助率 4/5
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都道府

県　名
費　　　目

金額　（千円）
対象

対象・単価・条件等（令和 5 年度）
私立幼稚園 認定こども園

令和 4 年度 令和 5 年度
私学助成 施設型給付 幼稚

園型
幼保連携型

学法 非学法 学法 非学法 学法 非学法

 佐　賀 運営費（単価 199,802 円／人） 110,456 125,919 ○ ○ ○ ○ ○

　一種免許（単価 90,000 円／人）

　人材確保（処遇改善１：7,000 円 / 人月、処遇改善２：
9,000 円 / 人月）

 預かり保育推進事業費 19,110 22,474 ○ ○ ○ ○ 別表あり

 子育て支援推進費 18,515 15,593 ○ ○ ○ ○ 補助基準額 1,600,000 円／園

特別支援教育費 173,916 181,888 ○ ○ ○ ○

 （対象園児 1 人あたり 784,000 円）

 長　崎 教育振興費（単価 196,112 円／人） 422,184 430,156 〇 〇 〇 〇

 特別支援教育費 84,654 78,400 〇 〇 〇 〇

（園児 2 人以上 784,000 円／人）

 子育て支援活動推進事業費 64,760 62,405 〇 〇 〇 〇 補助基準額 1,600,000 円／園

 預かり保育推進事業費 13,117 13,120 〇

 熊　本 経常費（単価 197,143 円／人） 310,720 307,938 〇

幼稚園一種免許状取得 3,080 3,161 〇 〇 〇 〇 幼稚園教諭の一種免許取得者に対し 10,000 円／人

私立幼稚園教諭人材確保支援事業 1,392 6,491 〇 給与改善のうち、人事院勧告のベースアップ分を
超える部分に対する 2/3 補助

特別支援教育経費 208,481 221,872 〇 〇 〇 〇

（対象園児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円）

 子育て支援事業 21,511 20,640 〇 条件あり

安全ストック形成促進事業 0 10,472 学法：Is 値 0.7 未満

認定こども園施設整備事業 133,454 0 新設・修理・改造等

教育支援体制整備事業

　①緊急環境整備事業 29,042 88,846 〇 〇 〇 〇 〇 補助対象経費 1/3（幼稚園）1/2（認定こども園）
基準額 2,000,000 円／施設

　②保育教諭確保のための幼稚園免許状取得支援事業 216 1,345 〇 〇 〇 〇 〇 補助対象経費 1/2　受講料：基準額 100,000 円、保
育資格取得のための幼稚園教諭代替雇上費：基準
額 7,220 円／日

　③�認定こども園等への円滑な移行のための準備支援
事業

0 800 〇 補助対象経費 1/2　基準額 1,600,000 円

　④園務改善のための ICT 化支援事業 16,737 53,250 〇 〇 〇 補助対象経費 3/4　基準額 1,000,000 円

 　⑤新型コロナウイルス感染症対策 25,086 16,950 〇 〇 〇 補助対象経費 10/10　基準額 500,000 円

連合会研修費 543 543 〇 〇 〇 〇 研修費（私幼団体補助）

 大　分 運営費（単価 197,122 円／人） 326,458 217,032 〇

　特別支援教育費 208,544 271,264 〇 〇 〇 〇

（園児 1 人 784,000 円）

 　教育改革推進特別補助 17,749 32,310 〇 〇 〇 〇 預かり保育

 　処遇改善加算 776 13,080 〇 上限：15,000 円／月

 宮　崎 振興費 216 1,000 〇 〇 〇 〇 一種免許状保有促進・財務状況改善の支援・人材
確保支援が補助対象

 教育改革推進特別経費 2,027 3,076 〇 〇 〇 〇 補助率 1/2

 預かり保育推進事業 15,569 17,295 〇 〇 〇 〇 通常日：担当者 1 名 800,000 円、担当者 2 名
1,300,000 円、担当者 3 名以上 1,800,000 円、夏期
休業：担当者 1 名以上 160,000 円

 特別支援教育経費補助事業 26,927 23,716 〇 〇 〇 〇

（園児 2 人以上 784,000 円／人、1 人 392,000 円／人） 専任職員の配置なしの場合は各 1/2

送迎用バス安全装置等導入支援事業 797 20,083 〇 〇 〇 単価：175,000 円上限／台

登園管理システム等導入支援事業 0 60,480 〇 〇 〇  
① �ICT を活用した子供の見守り支援事業　基準額

200,000 円／施設　補助率 4/5
②�登降園管理システム導入支援事業　基準額

700,000 円 / 施設　補助率 4/5

幼児教育の質向上のための環境整備事業 11,519 59,936 〇 〇 〇 〇 〇 基準額：2,000,000 円、補助率：認定こども園
1/2、幼稚園 1/3

幼児教育の質向上のための環境整備事業（新型コロナ
ウイルス感染症対策）

21,261 0 〇 〇 〇 基準額：認可定員により 300,000 ～ 500,000 円、
補助率 10/10

ICT 化支援事業 7,893 8,100 〇 〇 〇 基準額：1,000,000 円／施設、補助率 3/4

認定こども園施設整備事業費 104,998 301,422 △ △ 〇 〇 〇 私立幼稚園：認定こども園への移行が前提条件

 鹿児島 運営費（単価 197,220 円／人） 577,619 519,675 〇

小規模園対策補助 1,102 974 〇 園児 70 名以下の私立幼稚園に対し補助

運営費補助（一種免許状保有促進事業費） 502 546 〇 〇 〇

運営費補助（処遇改善補助事業） 2,742 15,480 〇

魅力ある私立学校づくり事業費 42,296 42,296 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

預かり保育推進事業費 13,847 19,337 〇

休業日預かり保育推進事業費 13,849 10,942 〇

特別支援教育費 220,162 238,386 〇 〇 〇 〇 途中入退園児は在籍月数に応じて補助

（対象園児 2 人以上 784,000 円、1 人 392,000 円）

耐震化促進事業費 1,415 0 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 耐震診断経費の一部を助成

 沖　縄 運営費 ( 単価 197,571 円／人 ) 340,163 286,383 ○ ○ ○ ○

   〃    〔特別補助〕 52,017 60,096 ○ ○ ○ ○ 教育の質の向上、預かり保育、子育て支援

 特別支援教育補助 23,377 35,280 ○ ○ ○ ○ ○

（学法 2 人以上 784,000 円／人、全幼 1 人 392,000 円）

教育支援体制整備事業費 15,822 21,335 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 遊具等整備、幼稚園教諭免許状取得更新、研修・
ICT 化支援、コロナ対策事業等の補助

注）都道府県私学担当課からの報告による。令和 5年 5月 1日現在、全日私幼連調べ

注）令和４年度額は実績分。令和 5年度額は当初予算案・補正見込み分を含む。

注）日本私立学校振興・共済事業団、退職財団・退職社団および融資機関に関するものは除く。
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第 5回で説明して来たように、ノーベル経済学
賞受賞者のヘックマン教授らの研究を中心に「幼児
教育は投資対効果が高い」という研究が数多く発表
されてきました。その結果、アメリカでは、「ヘッ
ドスタート」と呼ばれる政策が始まり、幼児教育に
多額の投資が行われてきました。ところが、より最
近の研究では「幼児教育にはほとんど効果がない」
という研究も発表されるようになってきました。そ
れどころか、幼児教育にはマイナスの効果があると
いう論文まで発表されています。例えば、2000年
から 2011 年にかけて行われた幼児教育の効果は、
1960 年から 99年にかけて行われた幼児教育の 2
分の 1程度しかなく、その効果が比較的早い段階
で消滅することもわかっています。
なぜなのでしょうか。ここでは、この不可解な結
果について説明します。実は、ヘックマン教授らが
対象にしたペリー幼稚園に代表されるように、初期
の研究は、小規模で、特に人件費を中心に多額の費
用がかかった質の高い幼児教育を、貧困世帯の子ど

もを中心に提供したものが多いという特徴がありま
す。しかし、その後に行われた幼児教育は、大規模で、
費用も抑えられたものを平均的な世帯の子どもに提
供されました。この違いは大きいと考えられます。
これに加えて、もう 1つ重要な点があります。
ペリー幼稚園に関する研究は、1960年代に抽選に
あたってペリー幼稚園に通った子どもと、抽選には
ずれてペリー幼稚園に通うことができなかった子ど
もを比較したものでした。この時、抽選にはずれて
ペリー幼稚園に通うことができなかった子どもたち
の環境は決して良いものとは言えず、当然、ペリー
幼稚園以外の他の幼稚園に通うこともありませんで
した。しかし、最近になればなるほど、子どもたち
を取り巻く環境は良くなってきています。例えば、
イタリアのボローニャで行われた研究では、経済的
に恵まれた世帯が多く、専業主婦や三世代同居が多
い地域で、政府が大規模で費用を抑えた幼児教育を
提供し始めたところ、子どもの発達に悪影響があっ
たことが示されているのです。つまり、質の低い幼

　　〜年間連載⑥〜
令和 5年 12月号より、慶応義塾大学総合政策学部の中室牧子教授による年間連載を開始いたします。教育を経済学的な手法で分析す
る「教育経済学」を専門としておられ、教育にも科学的な根拠が必要であることを説いておられます。多数のメディアにも出演実績の
ある中室教授の連載から、さらに幼児教育への理解を深めていただけますと幸いです。  

第6回　なぜ最近の幼児教育ほど効果が小さくなってきたのか
慶應義塾大学

総合政策学部教授　中室　牧子

〒112-8512東京都文京区小石川 5-24-21
TEL　営業 03-3813-2141　編集 03-3813-3785
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児教育を受けるよりは、恵まれた家庭で幼児期を過
ごす方が良いということになります。
加えて、指導方法の変化も重要なポイントです。
第 3回の連載でも少し触れたように、2000 年ご
ろから始まったアメリカの幼児教育は、小学校就学
後の格差が縮小するように、基礎学力に重点を置い
たものに変化していきました。様々なデータによっ
て、2000年以降のアメリカの幼児教育は、ことば
や社会スキルの促進に重点を置いたさまざまな体験
に費やす時間が減る代わりに、基礎学力中心の集団
での指導に費やす時間が増えていったことがわかっ
ています。
しかし、この結果、皮肉なことが起こりました。
就学前に基礎学力を重視した集団指導の幼児教育を
受けた子どもたちは、小学校入学後の学力にはほと
んど効果がないか、むしろマイナスの効果があった
ものさえありました。しかし、2000年以前におこ
なわれ、ほとんど基礎学力を重視せず、保育者と子
どもの愛着を重視し、会話によって言葉の発達を促
し、さまざまな体験をさせるよう試みた個別的な幼
児教育では、小学校入学後の学力が高くなり、その
効果が中学校入学後も持続したというのです。
どうして、就学前に基礎学力に重点を置いた指導
をすることがダメなのでしょうか。そもそも幼児
に、じっと座って、大人の話を大勢で聞くことは難
しいと言えます。それが指導者側の焦りや厳しさを
誘発し、子どもの問題行動を悪化させたことを報告
した研究があります。一時的に学力にプラスの効果
があっても、行動や情緒の面でマイナスの影響があ

り、ほとんど相殺されてしまっているというのです。
最後に、カナダのケベック州で行われた研究をご
紹介します。カナダのケベック州では、現在の日本
と同じように、幼児教育の無償化が行われました。
その結果、保育所の利用が増加し、子どもらが 10
－ 20代になった後の非認知能力、健康、生活満足
度、犯罪関与にマイナスの影響を与えたことがわ
かっています。特に男子に攻撃性や多動の問題が顕
著だったということです。加えて、テネシー州でも
保育所に通っていた子どものほうが、保育所に通っ
ていなかった子どもよりも、小学校入学後の学力が
低くなったことが明らかになっています。どうして、
保育所に通っていた子どものほうが、通っていな
かった子どもに比べて能力が低くなってしまったの
か。この理由は現在も議論が続いているところでは
ありますが、多くの研究者が注目しているのが、保
育の「質」です。ヘックマンのペリー幼稚園プログ
ラムのように、質の高い幼児教育を提供できれば、
そのプラスの効果は長期にわたって持続するが、そ
うでなければ逆に悪影響も持続してしまうのではな
いかということです。もしそうであれば、私たちが
今注意すべきなのは、幼児教育の「質」を高めるこ
とではないかと考えられます。そして、もう 1つ
注意すべきことがあります。それは、海外の研究で
分かったことが、そのまま日本に当てはまるかどう
かはわからないということです。海外とはあまりに
も社会的にも制度的にも異なる状況ですから、日本
のデータを用いた研究が必要とされています。
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先般、人口動態統計速報が発表され、令和
5年の出生数は 75 万 8，631 人だったことが
明らかになりました。これは 8年連続の減少
で、少子化に全く歯止めがかかっていない状況
が改めて浮き彫りとなりました。本県において
は、この報道より先に各園の令和 5年度入園予
定者数が著しく減少していることが話題となっ
ており、私自身、皮肉にも左程に驚きを持って
受け止める数値ではありませんでした。さらに
は、県内保育者養成校の令和 6年度入学予定者
数も軒並み大幅に減少し、今後の保育者不足に
一層拍車がかかる様相を呈しており、県内各園
においては、園児数の減少もさることながら、
保育者不足をどう克服するかが課題となってい
ます。また、保育者養成校への志願者数が激減
することで、相対的に学生の質の低下は免れな
いでしょう。このことは、全国の幼稚園等が幼
児教育の質の向上を掲げ、それに邁進するなか、
現実として期待する資質・能力を下回る保育者
が誕生しつつあることを意味します。近年、国
内外で幼児教育の重要性が注目され、その研究
も進み、国を挙げて目指すべき幼児教育の質を
高めていこうとしています。一方で、現場でそ
れを実践する保育者の資質・能力はどんどん低
下していくという相反関係を、我々は今後どう
受け止め、教育実習の在り方も含め、どのよう
に保育の質の向上を目指すべきでしょうか。は
じまったばかりの資質向上の取り組みではあり
ますが、具体的な研修方法も含め、早急に再検
討していかなくてはならないと感じています。
これからの日本を、世界を担って立つ人材育
成には、質の高い幼児教育こそが必要不可欠で
あるのですから。
（（一社）長野県私立幼稚園・認定こども園協会
副理事長、長野市・認定こども園若穂幼稚園／
和田典善）

長野県からのおたより

質の高い幼児教育の実現には、
保育者の資質向上は 
必要不可欠ですが…

沖縄県私立幼稚園連合会に加盟する私たちは
私学として建学の精神に基づき、それぞれ多様
な特色ある教育をしてきました。しかし、時代
の変化と共に「変えられないものと変えるべき
ものを区別する賢さと勇気」が求められていま
す。
いま直面する最大の課題は、少子化に向けた
当連合会の体制をどのように整備するのかとい
うことです。現に園児の大幅な減少、加盟園の
閉園や退会の問題に直面しています。そのため、
支援体制の充実、情報の共有といった整備を具
体化していかなくてはなりません。これまでの
当連合会の歴史・伝統を重んじ、また更に誇れ
る存在としての維持・発展を実現していくため
の対応が急がれています。
また、沖縄の風度を考えると、「公教育」への
理解が薄いことも課題の一つです。沖縄では各
小学校に市町村立の公立幼稚園があるので、歴
史的に私立よりも公立幼稚園が中心となってき
ました。しかし私立幼稚園も公立と同様に公教
育を担っています。そのことへの理解が不十分
で、今もそのことが尾を引いているように思い
ます。
これからも、私学の多様性を大切に、違いを
受け入れつつ連合会として一本化することに努
めていきます。それにより私立幼稚園の魅力を
周知し、加盟園増、そして園児増につなげてい
けるように努めます。
2024 年は当連合会は、発足 58 周年を迎え
ます。創立以来、こどもを中心とする社会への
取り組みと社会への貢献を視野に入れ、そのた
めに不可欠な「自立」と「協力」が自然に養わ
れる環境を心がけてきました。時代の大きな変
化の中で、今年は私たち連合会にとりターニン
グポイントになります。
（沖縄県私立幼稚園連合会理事長、沖縄市・愛星
幼稚園／渡真利彦文）

沖縄県からのおたより

時代の変化と共に
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卒園式を目前にして、どこかそわそわするのは
教師だけではありません。親も子も、皆が終わり
を意識して、節目の時に向けた想いを巡らせます。
嬉しくも寂しくもあり、すでに懐かしくもある過
ぎ去りし日々を惜しみながら、これまでに過ごし
てきた時や場、人の有り難みに気づかされる。そ
んな温かな想いと感謝が交錯するシーズンが佳境
に入ってきました。
315は “最後” の日で “最高” の日、そして “さ

あ、いこう” の日となる晴れの日に相応しい語呂
合わせ。令和 5年度も、3月 15 日の卒園式で無
事に104名の卒園生を送り出すことができました
が、まだまだもっと豊かにできたはずだとたしな
める自分がいます。やはり教育というのは終わり
なき旅路。改めて気を引き締めながら、また新た
な年度へ “さあ、いこう” と走り出します。どれ
だけ幼児人口が減少したとしても、目の前に子ど
もがいる限り、私たちは最善を追求し続けるので
しょう。� （広報委員・千葉伸也）

編集後記編集後記


